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ストックオプション規程

第１章　総　　則

（目的）
第１条　株式会社○○（以下「会社」という）のストックオプションに関する事項は、法令または定款に別段の定めがある場合を除き、この規程の定めるところによる。

（定義）
第２条　この規程においてストックオプションとは、株主以外の者に対し、特に有利な条件で新株予約権を発行することをいう。

第２章　ストックオプション制度

（付与対象者）
第３条　新株予約権の付与対象者は次のとおりとする。

　(1)　会社の取締役および従業員

　(2)　子会社の取締役および従業員

　(3)　その他、取締役会において付与する必要性を認められた者

（株式の種類および数量）
第４条　新株予約権の目的とする株式は、会社額面普通株式とする。

２　発行数量の上限は、取締役会の決定に基づいて株主総会で決議し、決定する。

（新株予約権の総数）
第５条　発行する新株予約権の総数は、取締役会の決定に基づいて株主総会で決議し、決定する。なお、１個の新株予約権の目的となる株式数は100株とする。

２　付与対象者１人当たりの付与数量については、取締役会で決定する。

（発行価額）
第６条　新株予約権の発行価額は、取締役会の決定に基づいて株主総会で決議する。

（新株予約権証券の発行）
第７条　新株予約権を付与された者のうち、新株予約権証券の発行を必要とする者は、新株予約権証券発行請求書に必要事項を記入のうえ、会社に申請しなければならない。

２　会社は、新株予約権証券の発行請求があった場合には、遅滞なくこれを発行しなければならない。

（譲渡）
第８条　新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する。

２　新株予約権の譲渡を行おうとする者は、所定の用紙に必要事項を記入のうえ会社に申請し、承認を受けなければならない。

３　新株予約権の譲渡を会社で承認された場合、新株予約権の譲渡を行う者は、新株予約権証券の譲渡をもってこれを行うものとする。

（行使価額）
第９条　新株予約権の行使に際して払い込むべき価額（以下「払込価額」という）は、次の(1)および(2)により決定される１株当たりの行使価額（以下「行使価額」という）に１個の新株予約権の目的である株式数を乗じた金額とする。

　(1)　当初行使価額

　　　新株予約権発行日の属する月の前月の各日（取引不成立日を除く）における東京証券取引所における会社額面普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とする（１円未満の端数は切り上げる）。

　(2)　行使価額の調整

　　　会社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により１株当たりの行使価額を調整する（１円未満の端数は切り上げる）。

　　　　行使価額＝調整前行使価額×１／分割・併合の比率

（権利行使期間）
第10条　新株予約権の権利行使期間は、取締役会で決定する。

２　付与対象者が第３条(1)(2)に該当する場合は、前項の決定に加えて、会社または子会社に在籍していることを条件とする。

（消却）
第11条　次のいずれかに該当する場合は、取締役会の決議によって、新株予約権の全部を無償で消却することができるものとする。

　(1)　会社が消滅会社として他社に合併されるとき

　(2)　会社が他社の完全子会社となり、株式交換または株式移転が行われるとき

　(3)　新株予約権を付与された者が死亡したとき

　(4)　新株予約権を付与された者が第３条(1)(2)に該当する場合は、その者が退職したとき

付　　則

（規程の改廃）
第１条　この規程の改廃は規程管理規程による。

（実施期日）
第２条　この規程は、平成○年○月○日から施行する。































